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８割以上の企業が賃上げに限界、「第三の賃上げ」の動きが加速か 

 

「第三の賃上げ」に関する実態調査 

 
レバレジーズ株式会社が運営する福利厚生サービス「レバクリ 職場の健康」（
http://shokuba-kenko.levcli.jp/）は、従業員50名以上の企業で従業員の賃金決定に関与し
ている経営者・担当者515名を対象に、「第三の賃上げ」に関する実態調査を実施しました。 
 

〈調査サマリー〉 
1.​ 直近3年以内に9割以上の企業が賃上げを実施、物価高が背景に 
2.​ 8割以上の企業が「賃上げに限界」を実感 
3.​ 今後、約4社に1社が「第三の賃上げ」を実施予定、健康サポートの動きも 
4.​ 約7割の企業がオンライン診療サービスに関心、従業員の生産性や離職防止
に期待 

 
1.直近3年以内に9割以上の企業が賃上げを実施、物価高が背景に 
　 

http://shokuba-kenko.levcli.jp/


　直近3年以内の従業員の賃上げについて、「実施していない」と回答した企業は僅か8.3％
に留まり、9割以上の企業が何らかの形で賃上げを実施していることが分かりました。 
 
企業規模別で見ると、従業員数1,000名以上の大企業においては、79.2％が「全社的な賃上
げを実施した」と回答しました。大企業を中心に、職種を問わない全社的な賃上げが進む傾
向がみられます。 
 

 
 

賃上げの理由としては「物価高騰に伴う従業員の生活支援のため（67.6％）」が最も多く、次
いで「優秀な人材の獲得競争力を高めるため（50.0%）」「既存の従業員の離職防止・定着の
ため（48.5％）」と続きます。 



 
 
2.8割以上の企業が「賃上げに限界」を実感 
 
　今後の賃上げの予定については、約4割の企業が「既に決定している（38.1％）」と回答しま
した。また「現在検討している（50.3％）」も過半数を超え、多くの企業で賃上げを継続する意
向がみられました。 
 

 
 
一方で、賃上げに限界を感じるかについて尋ねると、「非常に感じている（28.5％）」「どちら
かというと感じている（54.6％）」を合わせて、8割以上の企業が「限界を感じている」と回答し
ました。 
 
企業規模別では、大企業では79.7％、中小企業では85.1％が「限界を感じている」と回答し、
企業規模によらず、多くの企業が賃上げの継続に苦戦しています。 
 
その理由としては「人件費以外のコストが上昇しているため（72.2％）」が最多となりました。
人件費以外のコスト上昇が続くなか、賃上げの継続を圧迫している状況がうかがえます。 



 

 

 



 
3.今後、約4社に1社が「第三の賃上げ」を実施予定、健康サポートの動
きも 
 
　近年注目を集める「第三の賃上げ*1」について今後の実施予定を尋ねると、約4社に1社が
「既に決定している（23.1％）」と回答しました。また「現在検討している（55.7％）」と回答した
企業も6割近くにのぼり、約8割の企業が実施に前向きです。 
 
導入を決定・検討している具体的な福利厚生は、「健康診断／検診費用の補助（※法定以
外の人間ドックやオプション検診の費用補助などを含む） （49.3％）」が最も多く、次いで「住
宅補助（48.5％）」「食事補助（38.7％）」が続きます。基本給の引き上げに加え、福利厚生の
充実によって従業員を支援する取り組みを検討する企業も一定数みられました。 
 
*1　「福利厚生の充実」によって従業員の実質的な手取り額や可処分所得を増やす取り組み 
 

 
 

 
4.約7割の企業がオンライン診療サービスに関心、従業員の生産性や離
職防止に期待 
 
　従業員の健康支援施策として、医師によるオンライン診療や有資格者によるカウンセリン

グなどの「オンライン診療サービス」への関心について尋ねたところ、7割以上が「非常に関
心がある（28.5%）」「やや関心がある（46.0%）」と回答しました。 
 
導入によって期待する効果としては、「不調による業務効率の低下防止（59.9%）」や「通院負
担の軽減（50.8%）」が上位に挙がりました。オンライン診療サービスには、従業員の健康管
理や通院負担の軽減につながる施策として期待が寄せられていることが分かります。 



 
 

 
〈事業責任者 中嶋のコメント〉 

　日本労働組合連合会（連合）の発表*2によると、2026年春闘の賃上げ率は加重平均で

5.01％を記録し、企業による賃上げの波は依然として続いています。実際に今回の調査で

も、9割以上の企業が、直近3年以内に賃上げを実施していることが分かりました。 

 

一方で、物価高や人件費の上昇を背景に、8割以上の企業がすでに「金銭的な賃上げの限

界」を痛感しています。こうした課題への新たな選択肢として注目されているのが「第三の賃

上げ」です。 

 

人手不足とコスト高が同時に進行するなか、従業員の離職を防ぎ生産性を高めるには、基

本給アップだけに頼らない多角的な支援が求められます。今後は給与の引き上げに加え、

健康支援をはじめとする福利厚生の拡充を組み合わせた処遇改善が一層重要になるでしょ

う。 
 
*2　2026年7月　　日本労働組合連合会（連合）「第7回（最終）回答集計　プレスリリース」 
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2026/yokyu_kaito/kaito/press_no7.pdf?9993 
 
◆レバレジーズ株式会社　オンライン診療事業部 部長　中嶋 一揮 

 

京都大学法学部卒。2019年レバレジーズに入社し、 

IT人材領域のマーケティング・プロダクトマネジメント・新規

事業開発に従事。2023年からオンライン診療プラット

フォーム「レバクリ」を立ち上げ、事業部長として組織統括/

事業戦略策定を牽引。 

並行して、mederi株式会社のM&Aを主導し、PMI責任者

として同社取締役を兼務している。 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/shuntou/2026/yokyu_kaito/kaito/press_no7.pdf?9993


 
＜調査概要＞ 
調査年月：2026年7月4日～2026年7月7日 
調査方法：インターネット調査 
調査主体：レバレジーズ株式会社 
実査委託先：株式会社マクロミル 
有効回答数：515名 
調査対象：従業員の賃金決定に関与している経営者・担当者 
 
 
レバクリ 職場の健康（http://shokuba-kenko.levcli.jp/） 
「レバクリ 職場の健康」は、従業員における心身の健康課題の解決を支援する福利厚生サービスです。ス
マートフォンから手軽に提携医療機関の医師による診療や処方※、カウンセラーへの相談ができる環境を
提供します。 
これまで多忙や通院負担を理由に不調を我慢していた従業員の「早期相談・早期受診」を促すことで、誰も
が安心して長く働ける職場環境づくりと、企業の生産性向上を支援。従業員本人だけでなくその家族も利
用でき、安心して長く働ける職場環境づくりに貢献します。 
※診察や薬の処方は提携先医療機関で実施しています 
 
 
 
レバレジーズ株式会社（ https://leverages.jp/ ） 
本店所在地 ： 東京都渋谷区渋谷二丁目24番12号　渋谷スクランブルスクエア24階 /25階 
代表取締役： 岩槻　知秀 
資本金　　： 5,000万円 
設立　　　： 2005年4月 
事業内容　：IT、医療・ヘルスケア領域をはじめとした人材事業、SaaS事業、M&Aコンサルティング事業 など 
 
「社会課題の解決」を軸に、IT、医療・ヘルスケア領域をはじめとした人材事業・SaaS事業、M&Aコンサルティング事業
など、国や業界をまたいだ様々な領域で60以上のサービスを展開。2005年に創業以来、黒字経営を継続し2025年度
は年商1700億を突破しました。業界を絞らないポートフォリオ経営と、各分野のスペシャリストが集うインハウスの組織
体制で、時代を代表するグローバル企業を目指します。（会計基準変更後） 

 
 

本リリースに関する報道関係のお問い合わせ 
レバレジーズ株式会社　広報部 

TEL：03-5774-2900  MAIL： pr@leverages.jp 
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